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住宅ローン利用者の実態調査
【住宅ローン利用者調査（2023年10月調査）】

2024年１月23日

国際・調査部 調査グループ
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調査の概要

2023年４月から2023年９月までの間に実際に住宅ローンの借入れをされた方を対象として、利用した住宅ローン
の金利タイプや金利リスクに対する意識等について調査を実施し、その結果をとりまとめたものです。

1. 調査方法

インターネット調査会社のモニター（約220万件）のうち、次の要件を満たす方を対象にインターネットによるアンケートを実施し、

先着順に回答があった1,500件について集計

2. 調査対象

・2023年４月から2023年９月までに住宅ローンの借入れをされた方 （n=1,500）

・全国の20歳以上70歳未満の方（学生の方及び無職の方を除く）

・居住用の新規の住宅ローン（借換ローン、リフォームローン、土地のみのローン又はアパート若しくは投資用のローンを除く）

3. 調査実施時期

・2023年10月27日～11月2日

4. 調査項目

・利用した住宅ローンの金利タイプや金利リスクに対する意識など
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○ 本調査対象者が利用した住宅ローンの金利タイプは、「変動型」が７割超、「固定期間選択型」が約２割、
「全期間固定型」が約１割。

１．住宅ローンの金利タイプ
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２－１．住宅の種類（利用した金利タイプ別）

○ 住宅の種類別に住宅ローン金利タイプの利用傾向を見ると、全体割合と比べて「中古マンション」で「変動型」
の利用割合が高く、「注文住宅の建替え」で「固定期間選択型」と「全期間固定型」の利用割合が高い。
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２－２．借入先（利用した金利タイプ別）

○ 借入先の業態別に住宅ローン金利タイプの利用傾向を見ると、全体割合と比べて「銀行」において「変動型」の利用割

合が高い。

○ また、「信用金庫・信用組合」において「固定期間選択型」の利用割合が高く、「その他（モーゲージバンク等）」において

「全期間固定型」の利用割合が高い。
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２－３．世帯年収（利用した金利タイプ別）

○ 利用した金利タイプ別に世帯年収の状況を見ると、「変動型」と「固定期間選択型」の利用者は、いずれも世帯

年収「600万円超～800万円以下」の割合が最も多い。

○ 「全期間固定型」の利用者は、世帯年収「400万円超～600万円以下」の割合が最も多い。
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２－４．融資率（利用した金利タイプ別）

○ 利用した金利タイプ別に融資率を見ると、「変動型」の利用者は、融資率「90%超～100%以下」の割合が最も多い。

○ 「固定期間選択型」の利用者は、融資率「60%超～70%以下」の割合が最も多い。

○ 「全期間固定型」 の利用者は、融資率「80%超～90%以下」の割合が最も多い。
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２－５．返済負担率（利用した金利タイプ別）

○ いずれの金利タイプ利用者も返済負担率「15％超～20％以内」の割合が最も多い。
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３．今後１年間の住宅ローン金利見通し（利用した金利タイプ別）

○ 今後１年間の住宅ローン金利について、住宅ローン利用者の４割以上が「現状よりも上昇する」と考えている（前
回調査と比べて3.9ポイント増加）

○ 利用した金利タイプ別に見ると、「変動型」の利用者のうち約４割、「固定期間選択型」の利用者のうち約５割、「全
期間固定型」の利用者のうち約６割が「現状よりも上昇する」と考えている。（前回調査と比べて全ての金利タイプ
利用者において増加）
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４．住宅ローンの金利リスクに関する理解度

○ 住宅ローンの金利リスクに関して、 「変動型」と「固定期間選択型」の利用者の約６割は、 「十分に理解している」 又は

「ほぼ理解している」と回答している。

○ 残る約４割は「理解しているか少し不安」、「よく理解していない」又は「全く理解していない」と回答している。
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５．金利上昇に伴う返済額増加への対応

○ 将来金利が上昇して返済額が増加した場合の対応について、 「変動型」と「固定期間選択型」の利用者の約３割は

「返済目処や資金余力があるので返済を継続する」、約４割が「繰上返済する（全部または一部）」、約１割が 「借換え

する」、残る約２割は「見当がつかない、わからない」と回答している。
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６－１．住宅ローンの選択理由 （「全期間固定型（フラット３５）」以外の利用者）

○ 住宅ローン利用者（フラット３５以外の利用者）の住宅ローン選択理由としては、「金利が低い」が最も多い。
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６－２．フラット３５を選んだ理由 （「全期間固定型（フラット３５）」利用者）

○ 住宅ローン利用者（フラット３５利用者）の住宅ローン選択理由としては、「今後の金利上昇に備えて予め将来

にわたる返済額を確定しておきたかった」が最も多く、そのほか「金利が低い」「建物の審査があるので安心」

「金融機関の勧め」などとなっている。
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＜複数回答可＞
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(参考) 回答者の基本属性

注：首都圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県
東海圏：岐阜県、静岡県、愛知県、三重県
近畿圏：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県
その他：首都圏、東海圏、近畿圏以外

＊各構成比については、四捨五入の関係で合計が100％にならない場
合がある。




